様式第１号

年　　月　　日

　公益財団法人山形県産業技術振興機構

理事長　木　村　和　浩　殿
（補助事業者）

住所又は所在地

氏名又は名称及び

代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　印
電話番号

令和３年度山形県有機エレクトロニクス総合支援事業費補助金交付申請書
（量産化等支援事業）
　令和３年度山形県有機エレクトロニクス総合支援事業費補助金の交付を受けたいので、同補助金交付要綱（量産化等支援事業）第５条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１　事業区分
２　事業名称
３　添付書類
　　・事業計画書（別紙１）

　　・収支予算書（別紙２）

　　・事業スケジュール（別紙３）

　　・申請者の概要書（別紙４）

様式第１号、第２号関係【別紙１】
事　業　計　画　書
	(1) 事業区分
	「量産化支援事業」又は「試作開発支援事業」を記載してください。

	(2) 補助事業者
	

	(3) 補助事業名
	様式第１号より転記してください。

	(4) 補助事業期間
	年　月　日　～　　年　月　日

	(5) 補助事業の実施に至る経緯及び目的
	

	・事業実施に至るこれまでの経緯、現状、課題を説明した上で、事業実施の目的をわかりやすく記載してください。


	(6) 補助事業の実施内容
	

	・補助事業において実施する具体的内容（方法、実施体制、成果物）を分かりやすく記載してください。



	(7) 補助事業実施後の事業展開
	

	・量産化の場合、量産化する有機ＥＬ照明製品の価格設定、販売開始時期、販売ルート・プロモーション計画等を記載してください。
・試作開発の場合、事業化（製品化等の形で営業活動を行うことができる状態）の予定時期、事業化後の中長期的な目標及びその到達時期を記載してください。


	(8) 補助事業による効果
	

	・製造コストの低減や低価格化等、事業実施の効果を記載してください。


	(9) 販売開始・事業化予定時期
	(10) 目標売上額

	年　月頃
	万円/年


（11）補助事業実施機関（全ての事業実施機関について記載してください）

	機関名及び所在地
	代表者役職氏名
	事業実施内容

	
	
	

	
	
	


（12）補助事業実施体制図

	・補助事業者及び上記補助事業実施機関の役割分担のほか、量産化の場合は生産体制、販売ルート等について、相関図等を用いて記載してください。


(注記)・記入にあたっては、数値などを用いて、できるだけ具体的に記載すること。
　   　・記入欄が不足する場合は、適宜欄を広げるか、別紙に記載すること。
　　　 ・必要に応じて補足資料（図、写真）を添付すること。
様式第１号、第２号、第４号関係【別紙２】
収 支 予 算（ 決 算 ）書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業に要する経費
	補助金
	自己資金
	その他

	
	
	
	


２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	金　　額
	積　算　内　訳

	補　助　対　象　経　費
	金型の製作
・購入経費
	
	

	
	材料費
	
	

	
	外注費
	
	

	
	機械装置費
	
	

	
	技術指導費
	
	

	
	その他
	
	

	補助対象外経費
	
	

	合　　　　　計
	
	


※　補助金の額は、補助対象経費の２／３以内で千円単位（千円未満切り捨て）とすること。
※　積算内訳には、事業実施機関ごとに詳細に記載すること。
※　決算の場合は、上段に実施額、下段に予算額を括弧書きで記載すること。

様式第１号関係【別紙３】
事業スケジュール
　事業期間　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	事業内容
	実施者
	年　　月
	年　　月
	年　　月
	年　　月
	年　　月
	年　　月

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注記）補助事業計画全体の始期（着手）及び終期（完了）を明記し、各期の主な取り組みスケジュールを記入すること。

様式第１号関係【別紙４】
申 請 者 の 概 要 書

	１ 企　業　名
	

	２ 所　在　地
	（本社）

（県内事業所）

・

・

	３ 代表者名
	

	４ 設　立　日
	年　　月　　日

	５ 資　本　金
	　　　　　　　　　　　円

	６ 従業者数
	　　　　　　　　　　　名

	７ 事業内容
	①

②

③

④

⑤



	８ そ　の　他
	(1)　暴力団等に関係のないことの証明
　　 当社（団体）の役員には、暴力団員及び準暴力団員はおらず、また
暴力団の統制下にもありません。

(2)　国税及び地方税の滞納がないことの証明

当社（団体）は、直近３事業年度において国税及び地方税とも滞納
しておりません。

本記載事項を証明します。
氏名又は名称及び

代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印



事業区分に応じて、以下のとおり修正してください。


・量産化の場合　：販売開始予定時期


・試作開発の場合：事業化予定時期
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